
令和 7年度 第 1回名古屋市子育て支援企業認定審査会 

令和 7年 6月 13 日(金)午前 10 時～ 

西庁舎 12 階市長部局入札室 

 

 

議 題 

１ 会議の運営について【資料 1-1～1-3】 

 

 

２ 子育て支援企業認定・表彰制度の概要 

 

（１）制度概要について【資料 2】 

 

（２）令和 7年度の事業計画について【資料 3】 

 

（３）審査方法(変更点)について【資料 4-1～4-5、資料 5-1～5-4】 

 

（４）子育て支援企業認定・表彰式について【資料 6】 

 

 

３ 令和 7年度子育て支援企業・女性の活躍推進企業募集リーフレット 

【資料 7、資料 8】 

 

 

４ その他 
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名古屋市情報公開条例（抜粋） 

 
(会議の公開) 
第 36 条 実施機関に置く附属機関及びこれに類するものは、その会議(法令又は他

の条例の規定により公開することができないとされている会議を除く。)を公開

するものとする。ただし、次に掲げる場合であって、当該会議で非公開を決定し

たときは、この限りでない。 
(1) 非公開情報が含まれる事項について審議、審査、調査等を行う会議を開催する

場合 
(2) 会議を公開することにより、当該会議の適正な運営に著しい支障が生ずると認

められる場合 
 
（非公開情報） 

第 7条第 1項 

第 1号 個人情報 

通常他人に知られたくない個人のプライバシーに関する情報 

第 2号 法人情報 

経理、労務その他の事業活動を行う上での内部管理に関する情報など、

公開することで法人等の事業運営に支障をきたすと認められるもの 

第 3号 公共安全情報 

公開することで、犯罪を誘発するなど公共の安全に支障を及ぼすおそ

れがある情報 

第 4号 審議、検討、協議情報 

市の機関や国等の内部における審議、検討、協議に関する情報であって、

公開することで、率直な意見の交換、意思決定の中立性が不当に損なわれ

たり、不当に市民の間に混乱を生じさせるなどのおそれがあるもの 

第 5号  行政運営情報 

市の機関や国等の監査、契約、調査研究などの事務の遂行に支障を及

ぼすおそれがある情報 

第 6号  任意提供情報 

市の要請を受けて、公にしない条件で任意に提供した情報で、その条

件が合理的であると認められるもの 

第 7号  法令秘情報 

法令や条例、法的拘束力のある国の指示等で非公開とされている情報 

資料 1-1 
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名古屋市情報公開条例施行細則（抜粋） 

 
(会議開催の事前公表) 
第 16 条 附属機関及びこれに類するもの(以下「附属機関等」という。)は、あら

かじめ、会議を開催する日時、場所等を公表しなければならない。ただし、会議

を緊急に開催する必要が生じたときは、この限りでない。 
 
(会議の傍聴等) 
第 17 条 附属機関等は、法令又は他の条例の規定により会議を公開することがで

きないとされている場合及び条例第 36 条ただし書の規定により非公開を決定し

た場合を除き、その会議を傍聴させるものとする。 

2  附属機関等は、その会議を公開するに当たっては、傍聴に係る手続及び傍聴す

る者が遵守すべき事項を定めるものとする。 

3  附属機関等は、条例第 36 条ただし書の規定により会議の非公開を決定したと

きは、前条に規定する会議開催の事前公表においてその理由を明らかにしなけれ

ばならない。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

資料 1-2 
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名古屋市子育て支援企業認定審査会傍聴要項 
 

 

（目的）  

第1条 この要項は、名古屋市子育て支援企業認定審査会（以下「認定審査会」とい

う。）の会議の傍聴に係る手続、遵守事項その他の必要な事項について定めること

を目的とする。  

 

（傍聴者の定員及びその決定方法）  

第2条 傍聴者の定員及びその決定方法は、認定審査会の会長が、子ども青少年局企

画経理課（以下「事務局」という。）の長と協議の上これを定めるものとする。  

 

（傍聴の手続）  

第3条 認定審査会の会議の傍聴を希望する者は、あらかじめ公表した方法により、

傍聴の申出をしなければならない。  

 

（会議場に入ることができない者）  

第4条 ポスター、ビラ、拡声器の類を持っている者のほか、議事を妨害し、又は人

に迷惑を及ぼすおそれがあると認められる者は、会議場に入ることができない。  

 

（傍聴者の守るべき事項）  

第5条 傍聴者は、静粛を旨とし、次の事項を遵守しなければならない。  

(1) 会議場における言論に対して拍手その他の方法により公然と可否を表明しな

いこと。 

(2) 私語、騒ぎ立てること、みだりに席を離れること又は他人の迷惑となる行為

をしないこと。  

(3) 携帯電話、ポケットベルその他音を発生する機器の電源を切ること。  

(4) その他会議場の秩序を乱し、又は議事の妨害となる行為をしないこと。 

  

（写真、ビデオ等の撮影及び録音等の禁止）  

第6条 傍聴者は、会議場において写真、ビデオ等を撮影し、又は録音等をしてはな

らない。ただし、認定審査会の会長が許可した場合は、この限りでない。  

 

（傍聴者の退場）  

第7条 傍聴者は、認定審査会が傍聴を認めない議題に関する審議等を行おうとする

ときは、直ちに会議場から退場しなければならない。  

 

（傍聴者への指示）  

第8条 傍聴者は、認定審査会の会長及び事務局の職員の指示に従わなければならな

い。  

 

（違反に対する措置）  

第9条 傍聴者がこの要項の規定に違反したときは、認定審査会の会長は、傍聴者に

対して必要な措置を命ずることができる。  

2  傍聴者が前項の規定による命令又は前条の指示に従わないときは、認定審査会

の会長は、その者に対して会議場からの退場を命ずることができる。  

 

 

 

資料 1-3 
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（周知）  

第10条 認定審査会の会長は、傍聴を希望する者及び傍聴者に対し、この要項の周

知を図らなければならない。 

 

（委任）  

第11条 この要項に定めるもののほか、認定審査会の会議の傍聴に関し必要な事項

は、会長が認定審査会の会議に諮り又は事務局の長と協議のうえ決定するものと

する。  

 

附 則  

この要項は、平成20年5月30日から施行する。 

 

附 則  

この要項は、平成24年4月1日から施行する。  

 
附 則 

この要項は、平成30年 4 月 1 日から施行する。 

 

 

6



子育て支援企業認定・表彰制度の概要 

 

 

1 趣旨・目的 

社会全体で子育てしやすいまちづくりを進めるため、子育てにやさしい活動

を積極的に行っている企業を認定し、その中から、特に優れた活動を行ってい

る企業を表彰する。（平成 19 年 11 月制度開始） 

 

2 対象企業等 

市内に事業所がある企業等（公益法人、NPO 法人、個人商店等を含む。） 

 

3 評価の視点 

次の①、②の各項目で、子育てにやさしい活動を行っていること。 

①従業員支援：従業員に対する家庭と仕事の両立支援 

②地域貢献：地域での企業活動や子育て活動との協働による支援 

 

4 企業のメリット 

・認定・表彰企業を名古屋市公式ウェブサイトに掲載 

・認定証、認定プレートの交付 

・認定マークの名刺、印刷物等への使用 

・入札、契約における優遇措置 

 
5 認定審査会 

（1）目的 

子育て支援企業の認定等をするにあたり、専門的見地から意見を聴取する。 

（2）組織 

子育て支援について知識と経験のある方等から、市長が依頼する委員 8

名以内をもって組織する。 

（3）任期 

2 年 

（4）委員報酬 

   1 回 12,600 円 

※名古屋市非常勤の職員の報酬及び費用弁償に関する条例別表第 2 による 

※所得税法上の所得となり、源泉徴収分を差し引いた額を支給  

（5）所掌事項 

・認定基準に基づき認定申請書等を審査し、市長に意見を述べること 

・聞き取り調査や現地調査の結果に基づき審査すること 

・認定の取り消しについて、市長に意見を述べること 

・表彰を受ける企業の選考について、市長に意見を述べること 

・その他子育て支援企業認定・表彰制度に関すること 

名古屋市子育て支援企業 

認定マーク 

資料 2 
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6 実 績 

（1）認定状況等 ※ 3 年（更新後は 5年）ごとに更新が必要 

子育て支援企業数：273 社(令和 7年 4月 1日現在) 

 申請件数 認定･表彰企業数 審査会 募集 更新＊ 

平成 19 年度 15 社 10 社(うち表彰 4 社) 5 回(準備会含む) 年 1 回 6 社 

平成 20 年度 12 社 8 社(うち表彰 2社) 5 回 年 1 回 7 社 

平成 21 年度 18 社 13 社(うち表彰 4 社) 5 回 年 1 回 11 社 

平成 22 年度 24 社 19 社(うち表彰 7 社) 6 回 年 2 回 13 社 

平成 23 年度 34 社 24 社(うち表彰 8 社) 8 回 年 2 回 21 社 

平成 24 年度 51 社 40 社(うち表彰 8 社) 7 回 年 2 回 34 社 

平成 25 年度 19 社 16 社(うち表彰 5 社) 6 回 年 1 回 13 社 

平成 26 年度 13 社 12 社(うち表彰 3 社) 6 回 年 1 回 12 社 

平成 27 年度 12 社 10 社(うち表彰 5 社) 6 回 年 1 回 9 社 

平成 28 年度 26 社 23 社(うち表彰 6 社) 7 回 年 1 回 20 社 

平成 29 年度 32 社 26 社(うち表彰 6 社) 6 回 年 1 回 22 社 

平成 30 年度 18 社 15 社(うち表彰 3 社) 6 回 年 1 回 14 社 

令和元年度 20 社 
15 社(うち新規表彰 3 社 

更新表彰 2社) 
7 回 

(書面開催含む) 
年 1 回 14 社 

令和 2 年度 21 社 
15 社(うち新規表彰 3 社 

更新表彰 2社) 
7 回 

(書面開催含む) 年 1 回 15 社 

令和 3 年度 24 社 
19 社(うち新規表彰 4 社 

更新表彰 4社) 
7 回 

(書面開催含む) 
年 1 回 19 社 

令和 4 年度 26 社 
21 社(うち新規表彰 2 社 

更新表彰5社) 
7 回 

(Web 開催含) 
年 1 回  

令和 5 年度 18 社 12 社(うち新規表彰 1社) 
5 回 

(Web 開催含) 
年 1 回  

令和 6 年度 17 社 
10 社（うち新規表彰 3 社、 
     更新表彰1社） 

6 回 
(Web 開催含) 年 1 回  

  ＊初回認定年度の企業のうち、現在も認定継続中の企業数 
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（2）認定・表彰式  

平成 19 年度 
平成 20 年 1 月 29 日（火）栄ガスビル 
（『「仕事と子育ての両立」応援フォーラム』第一部として実施） 

平成 20 年度 平成 21 年 1 月 28 日（水）ナディアパーク 

平成 21 年度 
平成 22 年 1 月 27 日（水）愛知県産業労働センター 
（「中小企業活き・イキ人材活用セミナー」第一部として実施） 

平成 22 年度 
平成 23 年 2 月 15 日（火）名古屋市公館 
（「中小企業活き・イキ人材活用セミナー」第一部として実施） 

平成 23 年度 
平成 24 年 2 月 10 日（金）愛知県産業労働センター 
（「ワーク･ライフ･バランス推進セミナー」第一部として実施） 

平成 24 年度 平成 25 年 2 月 12 日（火）名古屋市公館 

平成 25 年度 平成 26 年 2 月 4 日（火）名古屋市公館 

平成 26 年度 平成 27 年 3 月 20 日（金）名古屋市公館 

平成 27 年度 平成 28 年 1 月 26 日（火）名古屋市公館 

平成 28 年度 
平成 29 年 1 月 26 日（木）イーブルなごや 
(以降、「女性の活躍推進企業認定・表彰式」と合同実施) 

平成 29 年度 平成 30 年 1 月 29 日（月）イーブルなごや 

平成 30 年度 平成 31 年 1 月 29 日（火）中区役所ホール 

令和元年度 令和 2 年 1 月 29 日（水）イーブルなごや 

令和 2 年度 
新型コロナウイルス感染症感染拡大防止の観点から見合わせ 
代替として市長が表彰理由を読み上げる映像を撮影し公開 

令和 3 年度 
新型コロナウイルス感染症感染拡大防止の観点から見合わせ 
代替としてメッセージカードを送付 

令和 4 年度 令和 5 年 1 月 27 日（金）イーブルなごや 

令和 5 年度 令和 6 年 1 月 31 日（水）イーブルなごや 

令和 6 年度 令和 7 年 1 月 30 日（木）イーブルなごや 
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（3）表彰実績 

表彰区分 最優秀賞 優秀賞 中小企業特別賞 審査員特別賞 

趣旨 

企業規模に関わ

らず、年度内で最

も優秀 

企業規模に関わら

ず、最優秀に続き特

に優秀 

企業規模を考慮する

と特に優秀 

企業規模に関わらず、

点数等は優秀賞に劣

るが、活動の一部に特

に優秀なものがある 

判断 

基準 

年度内で最も高

得点、かつ、委員

が適当と認める

企業 

年度内の得点上位企

業(二次審査にて 40

点以上が目安) 

取組内容・意欲・熱意・実績を総合的に判断

し決定（必ずしも得点順とは限らない） 

得点上位企業を優秀

賞としない場合、理

由を明確にする 

中小企業のうち、他

の中小企業の模範と

なる特に優れた取組

みを行っている企業 

取組み活動の一部に

特に優秀なものがあ

る企業 

 

H27 
トヨタファイナ
ンス㈱ 

あいおいﾆｯｾｲ同和損保㈱ 

三井住友海上火災保険㈱ 
㈱イースタン ㈱Selコーポレーション 

H28 第一生命保険㈱ 
㈱ＮＴＴドコモ 
第一塗工㈱ 

㈱加藤建設 
木下工業㈱ 

㈱ｲﾔﾏﾄｰﾀﾙﾌﾞﾘｯｼﾞｻﾎﾟｰﾄ 

H29 － 

アルプススチール㈱ 
かんぽ生命保険㈱ 
リコージャパン㈱ 
リゾートトラスト㈱ 

－ 
㈱東光高岳 
㈱パロマ 

H30 － － 
㈱ミズホエンジニアリング 
㈱名南技建 

㈱キャ リア ビジ ョン 

R1  
㈱ドコモ CS 東海※ 
㈱山田商会※ ㈱伊藤建設工業 

大和リース㈱ 
ルシア㈱ 

R2 － 
損害保険ジャパン㈱※ 
㈱トヨタシステムズ※ 
ニッセツ㈱ 

㈱グローブ・ハート ㈱山越 

R3 － 

㈱シーテック※  
東海東京証券㈱※  
日本特殊陶業㈱  
三井住友海上火災保
険㈱※ 
㈱山田組※ 

共立マテリアル㈱ 
小玉工業㈱  
銘建工業㈱ 

R4 
㈱中部プラント
サービス※ 

第一生命保険㈱※ 
㈱トーエネック※  
㈱パソナ※  
ポッカサッポロフー
ド＆ビバレッジ㈱※ 

エースエンジ㈱ リード工業㈱ 

R5 － ⁻ ㈱サユミ － 

 R6 
日本特殊陶業㈱

※ 

㈱アオキスーパー 
NDS インフォス㈱ 
㈱テクノアスカ 
㈱カケン 
(医)宏潤会 
さとう建設㈱  
ゼネラルヒートポン
プ工業㈱ 
日本ゼネラルフード
㈱ 
㈱パロマ 
古河産機システムズ
㈱ 

－ － 

※が付いている企業は更新申請企業の表彰企業 
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年⽉

5⽉

6⽉

募集パンフ配布(6⽉下旬〜)
7⽉

8⽉

9⽉

10⽉

11⽉

12⽉

1⽉

2⽉

3⽉
3⽉下旬 最終審査会

（令和8(2026)年度認定基準）

6⽉13日　第1回審査会
（認定基準・事業計画 確認）

【新規】
7⽉1日〜9⽉12日（予定）

募集

令和7年度 事業計画

【更新】
7⽉1日〜9⽉1日（予定）

募集

1⽉中旬　認定・表彰企業の公表
1⽉29日（予定） 認定・表彰式

11⽉下旬〜12⽉中旬
 第3回〜審査会
(ヒアリング審査)

4⽉
令和7(2025)年度

10⽉中旬〜下旬 第2回審査会
（更新審査・新規書類審査）

資料3
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新規申請企業の審査方法等について 

 

1 審査方法 

★新規申請企業の審査・認定の流れ（フローチャート） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※委員と利害関係（雇用、契約等）がある企業から申請があった場合、その委員は当

該企業の審査に加わることはできません。 

 ※次のいずれかに該当する場合は、審査会の意見を受けて、申請企業については審査

の対象外とすること、認定企業については認定の取消しを行うことができます。 

・企業が過去 3 年間に、この制度の趣旨を著しく逸脱するような社会的不正行為を 

行ったと認められるとき（労働･児童福祉関係の重大な法令違反を行った場合、認

定制度の信頼を著しく損なうような社会的影響の大きい不正行為を組織的に行っ

た場合） 

・本制度の申請に関して、虚偽の申告その他不正な手段を行ったと認められるとき 

・企業が、子育て支援企業の認定基準を満たさなくなったとき 

・企業の役員等が暴力団員又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有するとき 

・過去3年間に、労働関係法令に違反する重要な事実がある企業 

 

（1）書類審査 ＜一次審査＞ 

① 子育て支援企業認定申請書別紙2（子育て支援に関する取組項目及び配点：資料4-3）

及び別紙 3（子育て支援に関する取組内容等：資料 4-4)を事務局にて採点し、次の 2

つの要件について確認します。 

ア 従業員支援、地域貢献の各項目で 1つ以上取り組みがある 

イ 別紙 2(資料 4-3)で 35 点以上(※)の取り組みがある 

 

★新規申請企業（表彰審査希望の更新申請企業含む）の審査・認定の流れ

YES

YES NO YES NO

YES

NO NO

★従業員支援、
地域貢献の各項
目で1つ以上
取組みがある
★別紙2の得点
が35点以上であ
る

認定不可

2次審査（ヒアリング）
決定

新規
認定

（表彰）

新規認定

表彰企業の要件を
満たしている

認定企業の要件
を満たしている
（ヒアリング審査に
おいて、委員平
均点が30点以
上）

★別紙２の得点が
50点以上ある
★表彰を希望して
いない
★ヒアリングの必要
がない

1次審査（書類）

資料 4-1 
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※従業員数 301 人以上は 85 点満点、101 人～300 人については 95 点、100 人以下は

100 点満点です。表彰を希望しない企業の内 50 点以上ある企業については、

第２回審査会にヒアリング対象とするかを検討します。 

② 第 2 回審査会で①の採点結果をご確認いただき、ヒアリング審査を実施する企業

（一次審査を通過する企業・更新企業で従業員がいない企業）を決定します。 

※①のア、イを満たしていても、就業規則等が法定を下回る場合や、常時雇用する

従業員数が 101 人以上あるにも関わらず一般事業主行動計画を策定していない場

合等、法令を遵守していない場合は認定不可とします。 

※②でヒアリング審査を実施する水準に満たないと決定された企業には認定不可の

通知を、35 点以上 50 点未満の企業と 50 点以上でヒアリングが必要とされた企業

にはヒアリング審査の案内を、その他の企業には認定表彰式の案内を送付します。 

 

（2）ヒアリング審査 ＜二次審査＞ 

① 子育て支援企業認定申請書別紙 1-1(子育て支援に関する理念・方針等：資料 4-2)  

及び別紙 2、3(資料 4-3、4-4) の記載内容について、ヒアリング審査を実施します。 

② ヒアリング審査初日のヒアリング終了時に、各委員の採点基準についてすり合わせ

をし、「普通」のレベルの統一をはかります。 

③ ヒアリング審査終了後、事務局にて速やかにヒアリング審査採点表を回収・集計し、 

同採点表の集計結果（委員平均点）を基に、次の基準により認定企業を決定します。 

ヒアリング審査で 50 点中 30 点以上（6割以上） 

④ ③による認定企業について、「2 表彰区分」により表彰企業を決定します。 

※ヒアリング審査は、企業ごとに個別で実施します。企業による説明を 7分以内、その

後、質疑応答を行い、各企業 15～20 分（企業数により調整）を基準とします。 
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【事業所名称： 】

≪留意点（別紙1-1、2、3共通）≫ 必ずご確認ください。

（1）

（2）

 （3）

 （4）

 （5）

 （6）

一般事業主行動計画を策定している場合は、同計画の「策定・変更届(写)」と「行動計画(写)」を添付
してください。(従業員101人以上の企業は必須で添付してください。)

（別紙1-1）子育て支援に関する理念・方針等〈新規〉

おおむね過去3年間の取り組みを記入してください。

従業員支援、地域貢献で1つ以上取り組みがあることが必要です。

取組内容が分かる資料（就業規則、写真、チラシ、登録証(写)等）を添付してください。
（該当項目番号を記載し、該当箇所をマーカー等で明示してください。）

裏面に続く→

審査は、〈書類審査(一次審査)〉と〈ヒアリング審査(二次審査)〉に区分されます。
（書類審査において一定の基準を満たさない場合は、ヒアリング審査対象外となります。）

表彰審査の希望について下記希望欄にてお答えください。

子育て支援に関する理念・方針

子育て支援企業に応募した動機、子育て支援に対する思い

子育て支援に関する独自の取り組み等　※別紙2、3に記入する取り組みを除く

表彰審査の希望

□　表彰審査を希望します　　　□　表彰審査を希望しません

【表彰審査を希望した企業は、表彰に向けたアピールポイントをお書きください】
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人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

人 人

人 人

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％ ％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％ ％ ％

時間 時間 時間 時間 時間 時間

時間 時間 時間 時間 時間 時間

％ ％ ％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％ ％ ％

（１）従業員情報　（従業員数は、アルバイト・パートを含み、日雇い労働者は含めないでください。）　

年齢構成
( 　年 　月　 日時点)

企業
全体

10代 20代 30代 40代 50代 60代以上

女性

男性

男性

10代 20代 30代 40代

市内の事業所
(女性)

（２）勤務形態情報　（制度が無い場合は斜線を入れてください。）

各取得率の算出方法
制度を利用した従業員／制度の対象となる従業員

企業全体 市内の事業所

18歳未満の子どもがいる
従業員数

企業全体(男性) 企業全体(女性)

市内の事業所
(男性)

市内
の事
業所

女性

50代 60代以上

フレックスタイム制度取得率
男性

女性

短時間勤務制度取得率
男性

女性

テレワーク、在宅勤務制度取得率
男性

女性

時差勤務制度取得率
男性

女性

（３）休暇等制度情報　（可能な限り過去３年間の情報をご記入ください。）

各取得率の算出方法
制度を利用した従業員／制度の対象

となる従業員

昨年 ２年前 ３年前

企業全体 市内の事業所 企業全体 市内の事業所 企業全体 市内の事業所

育児休業取得率
男性

１人あたりの平均
所定外労働時間（/月）

男性

女性

女性

男性の配偶者出産休暇取得率

産前産後休暇取得率
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(別紙2)子育て支援に関する取組項目及び配点〈新規・更新〉

□　新規　　□　更新　（該当の個所にチェックを入れてください） 【事業所名称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　】

中小企業

加算
※

(1) 2 － (1)

(2) (2)

・育児休業（休業後は原職又は原職相当職に復帰させることが就業規則等に明記されている場合に限る） 【法定】子が1歳まで取得可能。以降、保育所に入所できない等の理由があれば1歳6か月、2歳まで延長可

・産前・産後休暇 【法定】産前6週、産後8週

・子の看護等休暇
【法定】小学校3年生修了までの子を養育する労働者が1年に5日（子が2人以上の場合は10日）まで、「子の病気・けが、予防接種・健康診断、感染症に伴う学級閉鎖等、入園（入学）式、卒園式」のための
休暇を時間単位で取得可能　※法定を超える：取得可能日数の増大、取得可能な子の年齢の拡充、有給化など

(3) (3)

・始業時刻等変更（フレックスタイム制、時差出勤）

・テレワーク等（月10日以上）

・保育施設設置運営等（保育施設の運営その他これに準ずる便宜の供与（ベビーシッターの手配および費用負担など））

・養育両立支援休暇（年10日以上）

・短時間勤務制度（1日の所定労働時間を原則6時間とする措置を含む）

(4) 2 － (4)

(5) 法定を超えて短時間勤務制度を利用できる 2 (5)

(6) (6)

・所定外労働の制限 【法定】小学校就学の始期に達するまでの子を養育する労働者が請求した場合に、所定外労働時間を超えて労働させてはならない

・法定時間外労働の制限 【法定】小学校就学の始期に達するまでの子を養育する労働者が請求した場合においては、事業主は制限時間（1か月24時間、1年150時間）を超えて労働時間を延長してはならない

・深夜業の制限 【法定】小学校就学の始期に達するまでの子を養育する労働者が請求した場合においては、事業主は午後10時～午前5時（「深夜」）において労働させてはならない

(7) 2 － (7)

(8) 2 － (8)

(9) 2 2 (9)

(10) 2 － (10)

(11) 2 － (11)

(12) 2 2 (12)

(13) 2 － (13)

(14) 2 － (14) 就業規則に定める等により、客観的に取り組み内容が確認できること

(15) 2 － (15)

(16) 2 － (16)

(1) 3 － (1)

(2) 3 － (2)

(3) 3 － (3)

(4) 2 － (4)

(5) 2 － (5)

(6) 2 － (6)

(7) 2 － (7)

(8) 3 － (8)

(9) 3 － (9)

(10) 3 － (10)

(11) 2 － (11)

(12) 3 － (12)

(13) 2 － (13)

(14) 2 － (14)

(15) 2 (15)

(16) 2 － (16)

(1) 1 － (1)

(2) 2 － (2)

(3) 3 － (3)

(4) 1 － (4)

(5) 5 － (5)

※中小企業加算は、従業員300人以下の企業が対象です。

《留意事項》

1

従業員に対する
家庭と仕事の

両立支援

（配点52点）

法定の個別意向聴取・配慮以外にも、両立支援に関する取組方針や制度を積極的に従業員に提供している 【法定】妊娠・出産等の申出時と子が3歳になる前の個別の意向聴取・聴取した意向についての配慮

次のいずれか又は全てが法定を超えて利用できる（各2点）
(制度の利用実績がある場合は、必ず別紙(3)に記載すること)

6

2
※左記の1つ
　以上に該当
　する場合

※該当制度がある場合は、就業規則等規定の名称・該当条項、法定を超える内容、制度の利用実績を別紙(3)に記載し、規定（該当箇所抜粋）を添付すること。

3歳から小学校就学期の子を養育する従業員が利用できる制度として、次のうち3つ以上の制度がある
（制度が3つあると2点、4つあると３点、5つあると４点）

2～4

2

※左記のうち
3つ以上の
制度がある

場合

※就業規則等規定の名称・該当条項制度の利用実績を別紙(3)に記載し、規定（該当箇所抜粋）を添付すること。

【法定】3歳に満たない子を養育する労働者に関して、1日の所定労働時間を原則として6時間とする措置を含む措置を講ずる義務
【法定】3歳から小学校就学期の子を養育する労働者に関して、（3）の5つの選択して講ずべき措置の中から、2つ以上の措置を選択して講ずる。
※労働者は、事業者が講じた措置の中から1つ選択して利用することができる。

(3)のうち、同時に2つ以上の制度を利用できる ※就業規則等規定の名称・該当条項制度の利用実績を別紙(3)に記載し、規定（該当箇所抜粋）を添付すること。

※就業規則等規定の名称・該当条項、法定を超える内容、制度の利用実績を別紙(3)に記載し、規定（該当箇所抜粋）を添付すること。
法定を超える：子が小学校就学後も利用できる、短時間勤務による減給をなくす、など

取 組 分 野 取 組 項 目 該当に○

配 点 ◆該当項目（〇をつけた項目）はすべて取組内容が分かる資料を添付してください。（該当項目番号を記載し、該当箇所をマーカー等で明示してください。）
　添付していただく資料等の例示、その他説明を記載しています。
※「法定」とある項目については、法に定める対象者の範囲や詳細な制度内容は各自で把握し、適切に就業規則等を定めること。

 次のいずれか又は全てが法定を超えて利用できる（各2点）(制度の利用実績がある場合は、必ず別紙(3)に記載すること)

6

2

※左記の1つ
　以上に該当
　する場合

※就業規則等規定の名称・該当条項、法定を超える内容、制度の利用実績を別紙(3)に記載し、規定（該当箇所抜粋）を添付すること。

ノー残業デー等、所定外労働時間の削減を図っている 社内イントラへの掲載や掲示板への貼り出し、社員あて通知、などでも可

時間単位での年次有給休暇等、年次有給休暇の利用を促進する取り組みを実施している 時間単位で取得できる年次有給休暇制度がある場合は就業規則の写し（半日単位の年休は対象外）　取り組みの場合は、取り組み内容が分かる資料

過去3年間に在職中に出産した女性の８割以上が育児休業を取得している 法制度に基づく育児休業の取得実績が対象（育児のための年次有給休暇の取得は対象外）　＊（別紙1-1,1-2）（3）育児休業取得率が80％以上

上記(1)～(15)以外で、不妊治療休暇など、独自の妊娠・出産・育児に関する制度がある 就業規則に定める等により、客観的に取り組み内容が確認できること

産休・育休中の従業員に対する情報提供や能力開発の機会等、スムーズな復帰に向けた支援を実施している 復職セミナーの開催、復職にあたっての相談受付、キャリアアップの支援、など（例えば、社内報を郵送しているだけなどは対象外）

男性の育児参画を促進する制度や取り組みを実施している（年次有給休暇の利用促進の取り組みを除く） 配偶者出産休暇の制度がある場合は就業規則等の写し（年次有給休暇の利用促進は対象外）　取り組みの場合は、取り組み内容が分かる資料

過去3年間のうちに、男性育児休業等の取得率50%を達成している年がある 法制度に基づく育児休業の取得実績が対象（育児のための有給休暇や年次有給休暇の取得は対象外）　＊（別紙1-1,1-2）（3）育児休業取得率に実績を記載

子育て支援出前講座〈名古屋市子ども青少年局〉を受講している又は親学推進協力企業〈名古屋市教育委員会〉に登録している 講座受講にかかる通知（写）、登録証（写）、など　（子育て支援出前講座：子ども子育て支援センター、親学推進協力企業：教育委員会生涯学習課）

障害児や不登校児童生徒を養育する従業員を支援する制度がある

妊娠（不妊治療）・出産・育児に関する手当等の経済的支援制度がある(制度の利用実績がある場合は、必ず別紙(3)に記載すること) 不妊治療手当、家族手当（扶養手当）、出産祝金、など

地域での企業活動や
子育て活動との
協働による支援

（配点39点）

子どもや子育て家庭向け商品を販売又はサービスを提供している 名古屋市内での取り組み、名古屋市民を対象とした取り組み（社員等を対象とした福利厚生は対象外）

なごや未来っ子応援制度（ぴよか）に協賛店舗・施設として協力している 名古屋市子育て応援サイトの協賛店紹介ページの画面ハードコピー

託児室、授乳室、乳幼児と利用できるトイレ等、子どもに配慮した施設・店舗等がある 確認できる写真、など

赤ちゃんの駅として登録している
赤ちゃんの駅についての詳細は　https://www.kosodate.city.nagoya.jp/play/baby.html
登録施設一覧の画面ハードコピー

来客の目に留まりやすい場所にマタニティマークを表示するなど、妊産婦への配慮を呼びかける取組を行っている こども家庭庁のウェブサイトを参照。表示していることが確認できる写真、など。

子ども向けウェブサイトやパンフレット等を作成している 概要が分かるもの（抜粋可）

こども11０番の家に協力している 愛知県警察のウェブサイトを参照。ＰＴＡや地域が自主的に実施している場合もあり。協力していることが分かる写真、など。

子どもが参加する地域、ＮＰＯ法人、児童福祉施設等の活動や行事に企業スペース（部屋、駐車場等）を提供している 地域の子育てサークルへの会議室の貸し出し、地域でのイベント開催時に駐車場の無料開放、など

子どもが参加する地域、ＮＰＯ法人、児童福祉施設等の活動や行事に物的、金銭的支援を実施している 地域の清掃活動に従業員が参加する、祭りへの寄附や物資の提供（設営への従業員の参加なども含む）を行う、など

地域の保育所や学校等の子どもを対象とした職場見学、職業体験等を実施している ナゴヤキャリアタイムサポーターとしての活動など。学校等からの依頼文、開催案内、子どもたちからの感想、お礼文、など（社員の子ども向け職場見学は対象外）

インターンシップの受入れを通して地域の人材育成を図っている インターンシップ実施日程、内容が分かるプログラム、通知、など

子どもや子育て世代の親を対象としたイベント、ワークショップ、講座等を開催している 実施場所、対象者、日時、内容が分かる開催案内、写真、など

行政との協働による子育て支援事業（子育て支援に関する講演会、シンポジウム等）を実施（協力）している 実施場所、対象者、日時、内容が分かる開催案内、協賛が分かるチラシ、など

企業活動として通学路や公園等の清掃活動を定期的に実施している 企業組合として多数の企業が同時に行う活動でも可。実施場所、日時が分かる活動報告書、など。

企業活動として地域での交通安全活動や防犯・防災活動を定期的に実施している 事業所前にある交差点での児童の安全誘導、各区役所で実施している防災活動への参加、など。企業組合として多数の企業が同時に行う活動でも可。実施場所、日時が分かる活動報告書、など。

【従業員100人以下の企業のみ対象】次世代育成支援対策推進法に基づく一般事業主行動計画を策定している 同計画の「策定・変更届(写)」と「行動計画(写)」（労働局の受領印があるもの）

◆おおむね過去3年間の取り組みを記入してください。
◆従業員支援、地域貢献の各項目で1つ以上取り組みがあることが必要です。
◆取組内容が分かる資料（就業規則、通知、チラシ、登録証(写)、写真等）を添付してください。（該当項目番号を記載し、該当箇所をマーカー等で明示してください。）

企業活動としてインクルージョンの観点を持った活動を実施している 障害のある方もない方も参加できるイベント、障害のある方にもわかりやすいウェブサイトやパンフレット、など。概要がわかる写真や資料、など。

3

その他
他制度における

取り組み等
（配点9点）

子育てサポート企業として厚生労働大臣の認定（トライくるみん認定）を受けている 認定通知書（写）、など

子育てサポート企業として厚生労働大臣の認定（くるみん認定）を受けている 認定通知書（写）、など

子育てサポート企業として厚生労働大臣の特例認定（プラチナくるみん認定）を受けている 認定通知書（写）、など

(1)～(3)いずれかの「プラス」認定を受けている 認定通知書（写）、など

2

従業員支援

地域貢献

＊名古屋市内での

取り組みや名古屋

市民を対象にした

取り組みに限る

17
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令和7年度子育て支援企業認定・表彰制度　認定基準の見直しについて（R6第6回目審査会からの修正）

別紙２ 項目 R6審査会でのご意見等 R7修正案

従業員支援 （６） ・所定外労働の制限
欄外の説明について、これだけ下の2つ（法定時間外労働の制限、
深夜業の制限）と書きぶりが違っているので揃えた方がいい。

「小学校就学前の…」
→「小学校就学の始期に達するまでの…」に統一

（7） こども110番の家に協力している
欄外の説明に「愛知県警察のウェブサイトを参照」とあるが、警察以
外にも、学校・学区・PTAが認定しているこども110番の家もある
ので説明に加えたほうがいい。

説明に「PTAや地域が自主的に実施している場合もあり」と追加

（16）
企業活動として地域に密着した包括的な活
動（インクルーシブ活動）を実施している

表現の重複があり分かりづらい。欄外の説明で内容は分かるので、
「企業活動としてインクルーシブ活動を実施している」としてはどう
か。

「企業活動としてインクルージョンの観点を持った活動を実施して
いる」に修正

ー ー
教育委員会の「ナゴヤキャリアタイムサポーター」を追加してはどう
か。

内容的に地域貢献（10）と重複するため項目追加はせず、(10)の
説明に加える。

その他 （５）
【従業員100人以下の企業のみ対象】
次世代育成支援対策推進法に基づく一般事
業主行動計画を策定している

加点の対象となるのは、従業員100人以下の企業のみだが、それ
以外の企業にも「一般事業主行動計画」を提出してもらうようにし
たい。

別紙1-1,1-2(資料4-2,5-2)の留意点(４)に補記するほか、申請
ウェブフォームに計画添付項目を作成予定

全体
配点は、R6と同じ「従業員支援50点、地域貢献41点、その他9点」
のままにしたほうがいいと思う。

R6審査会案にて従業員支援の配点を50点から52点に増やして
おり、従業員支援のさらなる評価項目減又は配点減が難しい。
従業員支援5割、地域貢献4割、その他1割という全体のバランスは
昨年度から変わらないため、当初案のまま（従業員支援52点・地域
貢献39点・その他9点＝合計100点）とさせていただく。

地域貢献
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別紙(3)子育て支援に関する取組内容等〈新規・更新〉

取組分野 具体的な取組内容、制度

(1)
法定の個別意向聴取・配慮以外の両立
支援に関する取組方針や制度を
積極的に従業員に提供している

法定を超える育児休業

法定を超える産前・産後休暇

法定を超える子の看護等休暇

始業時刻等変更（フレックスタイム制、時
差出勤）

テレワーク等（月10日以上）

保育施設設置運営等（保育施設の運営
その他これに準ずる便宜の供与（ベビー
シッターの手配および費用負担など））

養育両立支援休暇（年10日以上）

短時間勤務制度（1日の所定労働時間を
原則6時間とする措置を含む）

(4)
(3)のうち、同時に2つ以上の制度を利用
できる

(5)
法定を超えて短時間勤務制度を利用で
きる

法定を超える所定外労働の制限

法定を超える法定時間外労働の制限

法定を超える深夜業の制限

(7)
ノー残業デー等、所定外労働時間の削
減を図っている

(8)
時間単位年次有給休暇等、年次有給休
暇の利用を促進する取り組みを実施して
いる

(9)
過去3年間に在職中に出産した女性の8
割以上が育児休業を取得している

(10)
産休・育休中の従業員に対する情報提
供や能力開発の機会等、スムーズな復
帰に向けた支援を実施している

(11)
男性の育児参画を促進する制度や取り
組みを実施している（年次有給休暇の利
用促進の取り組みを除く）

　別紙(2)において該当に○をした項目について、具体的な取組内容、制度をご記入ください。

取組項目

(2)

(3)

(6)

従
業
員
支
援
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(12)
過去3年間のうちに、男性育児休業等の
取得率50%を達成している年がある

(13)
子育て支援出前講座を受講している又
は親学推進協力企業に登録している

(14)
障害児や不登校児童生徒を養育する従
業員を支援する制度がある

(15)
妊娠前（不妊治療）から出産・育児に関す
る手当等の経済的支援制度がある

(16)
上記(1)～(15)以外で、不妊治療休暇な
ど、独自の出産・育児に関する制度があ
る

取組分野 具体的な取組内容、制度

(1)
子どもや子育て家庭向け商品を販売又
はサービスを提供している

(2)
なごや未来っ子応援制度（ぴよか）に協
賛店舗・施設として協力している

(3)
託児室、授乳室、乳幼児と利用できるトイ
レ等、子どもに配慮した施設・店舗等が
ある

(4) 赤ちゃんの駅として登録している

(5)
来客の目に留まりやすい場所にマタニ
ティマークを表示するなど、妊産婦への
配慮を呼びかける取組を行っている

(6)
子ども向けウェブサイトやパンフレット等
を作成している

(7) こども110番の家に協力している

(8)
子どもが参加する地域、ＮＰＯ法人、児童
福祉施設等の活動や行事に企業スペー
ス（部屋、駐車場等）を提供している

(9)
子どもが参加する地域、ＮＰＯ法人、児童
福祉施設等の活動や行事に物的、金銭
的支援を実施している

(10)
地域の保育所や学校等の子どもを対象
とした職場見学、職業体験等を実施して
いる

(11)
インターンシップの受入れを通して地域
の人材育成を図っている

(12)
子どもや子育て世代の親を対象としたイ
ベント、ワークショップ、講座等を開催して
いる

(13)
行政との協働による子育て支援事業を実
施（協力）している

取組項目

従
業
員
支
援

地
域
貢
献
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(14)
企業活動として通学路や公園等の清掃
活動を定期的に実施している

(15)
企業活動として地域での交通安全活動
や防犯・防災活動を定期的に実施してい
る

(16)
企業活動としてインクルージョンの観点を
持った活動を実施している

(1)
子育てサポート企業として厚生労働大臣
の認定（トライくるみん認定）を受けている

(2)
子育てサポート企業として厚生労働大臣
の認定（くるみん認定）を受けている

(3)
子育てサポート企業として厚生労働大臣
の特例認定（プラチナくるみん認定）を受
けている

(4)
(1)～(3)いずれかの「プラス」認定を受け
ている

(5)
次世代育成支援対策推進法に基づく一
般事業主行動計画を策定している（従業
員100人以下の企業のみ対象）

そ
の
他

地
域
貢
献
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ヒアリング審査採点表

委 員 名

配点 点数

1 10

2 10

3 10

4 10

5 10

50

　※各委員の平均評点30点以上が合格の基準となります。

企 業 名

子育て支援の取り組みに対して、企業として積極的な姿勢、
熱意が感じられるか

評 価 項 目

合計

その他、子育て支援の取り組み全般について総合的な観点で
評価できる点はあるか（企業の規模や事業種別等を考慮）

子育て支援の取り組みは、実際に成果や実績があがっている
か

子育て支援の取り組みが、従業員や子ども、子育て家庭に
とって、有益なものとなるような工夫や努力が図られているか

従業員全体に、子育て支援の取り組みを推進していくという意
識醸成が図られているか

＜採点基準＞

10点 → → → 5点 → → → 1点

大変優れている 優れている 普通 やや劣っている 劣っている

資料4-5
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更新申請企業の審査方法等について 

 

1 審査方法 

★更新申請企業の審査・認定の流れ（フローチャート） 

 

① 別紙 2、3(資料 5-3、5-4)を事務局にて採点し、次の 3つの要件について確認します。 

ア 従業員支援、地域貢献の各項目で 1つ以上取り組みがある 

イ 別紙 2(資料 5-3)で 35 点以上の取り組みがある 

② 第 2 回審査会で①の採点結果をご確認いただき、別紙 1-2(資料 5-2)の記載内容

を踏まえて更新認定企業を決定します。また、表彰認定を希望する企業のうち、

ヒアリング審査を実施する企業を決定します。 

※①のア、イを満たしていても、就業規則等が法定を下回る場合や、常時雇用する

従業員数が 101 人以上あるにも関わらず一般事業主行動計画を策定していない

場合等、法令を遵守していない場合は認定不可とします。 

YES YES YES

NO

YES

　YES

NO NO YES

NO

YES YES

NO NO

更新認定（表彰）

更新認定

更新不可

1次審査（書類）

更新認定

表彰企業の要件を
満たしている

決定
2次審査(ヒアリング：表彰)

審査会にて総合
的に判断し、認
定企業として適
当

2次審査
(表彰)へ★従業員支援、地

域貢献の各項目
で1つ以上取組み
がある
★別紙2の得点が
35点以上である

表彰審査を
希望している

ヒアリング審査
で総合的に判
断する必要があ
る

2次審査
(認定)へ

取組み内容等が
低下しているが、
審査会にて認定
企業として適当と
判断

2次審査(ヒアリング：認定)

決定

委員平均点が30
点以上

更新不可

更新認定

資料 5-1 
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※②では、別紙 2(資料 5-3)で 40 点未満の企業を中心に議論します。 

※従業員が存在する企業の内、表彰審査を行わない企業は原則としてヒアリング審

査は実施しませんが、事務局の採点において以前と比較して取り組み水準が大幅

に低下している等、更新認定が難しいと見込まれる場合や従業員が存在しない場

合等には、必要に応じてヒアリング審査（プレゼン方式ではなく、取り組み状況

の変化等に関する聞き取り調査）を実施します。 

 

 ③ 別紙 1-2(資料 5-2)及び別紙 2、3(資料 5-3、5-4)の記載内容について、ヒアリング

審査を実施します。 

    ※ヒアリング審査の審査方法や基準は新規申請企業と同じです。 

 

 

2 その他 

・ 合併企業についても、通常の更新企業と同様の取り扱いとします。 

・ 更新認定企業については、表彰企業を除き認定証交付式を実施しません。 

・ 令和 2年度以降に更新認定した企業は、認定期間を 5年間とします。 
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【事業所名称： 】

≪留意点（別紙1、2、3共通）≫ 必ずご確認ください。

（1）

（2）

（3）

（4）

（5）

（6）

裏面に続く→

表彰審査の希望について下記希望欄にてお答えください。

審査は、原則として書類審査のみですが、必要に応じてヒアリング審査を行う場合があります。

子育て支援に関する理念・方針

先回申請時以降の新たな取り組みや改善した取り組み　※経緯や理由等も併せて記入してください

先回申請時以降、行っていない取り組み　※経緯や理由等も併せて記入してください

表彰審査の希望

□　表彰審査を希望します　　　□　表彰審査を希望しません

【表彰審査を希望した企業は、表彰に向けたアピールポイントをお書きください】

一般事業主行動計画を策定している場合は、同計画の「策定・変更届(写)」と「行動計画(写)」を添付
してください。(従業員101人以上の企業は必須で添付してください。)

（別紙1-2）子育て支援に関する理念・方針等〈更新〉

おおむね過去3年間の取り組みを記入してください。

従業員支援、地域貢献で1つ以上取り組みがあることが必要です。

取組内容が分かる資料（就業規則、写真、チラシ、登録証(写)等）を添付してください。
（該当箇所をマーカー等で明示してください。）

29
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人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

人 人 人 人 人 人

人 人

人 人

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％

％ ％ ％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％ ％ ％

時間 時間 時間 時間 時間 時間

時間 時間 時間 時間 時間 時間

％ ％ ％ ％ ％ ％

％ ％ ％ ％ ％ ％

（１）従業員情報　（従業員数は、アルバイト・パートを含み、日雇い労働者は含めないでください。）　

年齢構成
( 　年 　月　 日時点)

企業
全体

10代 20代 30代 40代 50代 60代以上

女性

男性

男性

10代 20代 30代 40代

市内の事業所
(女性)

（２）勤務形態情報　（制度が無い場合は斜線を入れてください。）

各取得率の算出方法
制度を利用した従業員／制度の対象となる従業員

企業全体 市内の事業所

18歳未満の子どもがいる
従業員数

企業全体(男性) 企業全体(女性)

市内の事業所
(男性)

市内
の事
業所

女性

50代 60代以上

フレックスタイム制度取得率
男性

女性

短時間勤務制度取得率
男性

女性

テレワーク、在宅勤務制度取得率
男性

女性

時差勤務制度取得率
男性

女性

（３）休暇等制度情報　（可能な限り過去３年間の情報をご記入ください。）

各取得率の算出方法
制度を利用した従業員／制度の対象

となる従業員

昨年 ２年前 ３年前

企業全体 市内の事業所 企業全体 市内の事業所 企業全体 市内の事業所

育児休業取得率
男性

１人あたりの平均
所定外労働時間（/月）

男性

女性

女性

男性の配偶者出産休暇取得率

産前産後休暇取得率
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子育て支援企業認定・表彰式について 

＜令和 6年度子育て支援企業認定・表彰式の様子＞ 

開催日時：令和 7年 1月 30 日（木）14:00～16:00 

開催場所：イーブルなごや 

※女性の活躍推進企業認定・表彰式と合同で開催 

 

（1）市長挨拶 

 

（2）表彰状、表彰盾の授与（最優秀賞：日本特殊陶業(㈱)） 

 

（3）表彰企業による事例発表 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（3）事例発表（最優秀賞：日本特殊陶業(㈱)） 

 

 

資料 6 
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＜認定企業・表彰企業へ交付、授与するもの＞ 

 

【認定証】                【認定プレート】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【表彰状】               【表彰盾】 

 

 

 

 

 

 

 

  

全ての新規、更新企業に交付します 全ての新規企業に交付します 

表彰企業に授与します 表彰企業に授与します 

32



（ 第 1 号様式）

（ あて 先） 名古屋市長

申請者

令和７ 年　 　 月　 　 日

女性の活躍推進企業認定（  新規・ 更新 ）申請書（ 記入例）

本 社 所 在 地
（ 〒○○○ -○○○○）

名古屋市中区三の丸三丁目×番×号

企 業 名 株式会社□□□□ 記

入

担

当

者

部 署 名 ○○部人事課

代

表

者

役 職 名 氏 名 □□　 □□

ふ り が な

氏 名

 ふ  り        が  な

○○　 ○○
電 話 番 号 0 5 2 -1 1 1 -××××

生年月日 昭和△△年△△月△△日 メ ールアド レ ス aab b ＠ a a .b b . ××

1  名古屋市内の事業所名（ 本社が名古屋市外の場合のみ）

名 称

所 在 地
〒      －

2　 企業の概要

設立年月日 昭和△年△月△日 資 本 金 1 0 0 0 万円

事 業 内 容

①農林水産業　 　 ②建設業　 　 ③製造業　 　 ④電気・ ガス・ 熱供給・ 水道業

⑤情報通信業　 　 ⑥運輸業　 　 ⑦卸売・ 小売業　 　 ⑧金融・ 保険業　

⑨不動産業　 　 ⑩宿泊・ 飲食業　 　 ⑪教育、 学習支援業　 　 ⑫医療、 福祉

⑬サービ ス業（ 他に分類さ れないも の）　 　 ⑭その他

正規従業員数 非正規従業員数 合計

女　 性 男　 性 女　 性 男　 性 女　 性 男　 性

企 業 全 体
（ う ち 総 合 職 ）

1 0 0 人

（    2 0 人）

1 5 0 人

（    5 0 人） 4 0 人 5 0 人

1 4 0 人

（    2 0 人）

2 0 0 人

（    5 0 人）

う ち 市内事業所
（ う ち 総 合 職 ）

1 0 0 人

（    2 0 人）

1 5 0 人

（    5 0 人） 4 0 人 5 0 人

※総合職と は、 コ ース 別雇用管理を 行っ ている 企業等において 「 基幹的業務又は企画立案、 対外折衝等総合的な判断を

要する業務に従事し 、 原則転居を 伴う 転勤がある （ 厚生労働省）」 コ ースを 指し ます。 コ ース別雇用管理を行なっ てい

ない場合は括弧内は記入し ないで下さ い。

※こ の第 1 号様式の記載内容については、 評価の対象と する も のではあり ません。

※太枠部分の内容は認定さ れた際には公表さ せていただく 場合があり ます。

※名古屋市暴力団排除条例に規定する暴力団員又は暴力団若し く は暴力団員と 密接な関係を有する 者に該当すると き は、

女性の活躍推進企業と し て認定し ません。 また、 認定決定後にその旨が判明し たと き は、 認定を 取消し ます。 上記事

由を 確認する必要がある場合には、 申請者に問い合わせのう え愛知県警察本部に照会するこ と があり ます。

　 備考　 用紙の大き さ は、 日本産業規格Ａ ４ と する 。

本社が名古屋市外の場合のみ市内事業所

について記入し てく ださ い。

該当部分にレ 点を つけてく ださ い。

ど ちら かに○をつけてく ださ い。

女性の活躍推進企業認定について、 次のと おり 申請し ます。

申請区分 企業の取り 組み
（ 第２ 号様式「 企業部門応募用紙」 のと おり ）

従業員の取り 組み
（ 第３ 号様式「 従業員部門推薦用紙」 のと おり ）

令和

7年度

制度概要

　 女性がいき いき と 活躍で き る よ う な取組を し ている

企業を 認定し ます。 ま た、 認定企業のう ち 、 優れた取

組を し ている 企業を 表彰し ます。

　 活躍し ている女性従業員も 表彰し ます。

対　 　 象

名古屋市内に 事業所がある 企業等。 企業等

には公益法人、 N PO 法人、 個人商店など も

含みます。

管理職と し てロールモデルと なっ ている女性。

今まで女性が配属さ れてこ なかっ た分野で働

き、 職域拡大の先駆者と なっている女性。

●認定証と 認定プレート を 交付し ます。 　 ●認定マーク を名刺や印刷物などに表示できます。

●名古屋市公式ウェ ブサイ ト などで広く 公表し ます。 　 ●市主催就職セミ ナーなどで紹介し ます。

●就職展などで紹介し ます。 　 ●市内の大学へPRを行います。

●名古屋市の入札・ 契約における 優遇措置があり ます。

●名古屋市信用保証協会において、 信用保証料率を 優遇し たSD G s関連保証制度の対象と なる場合が

あり ます。

認定を受ける メ リ ッ ト

募集期間

子育て支援企業 女性の活躍推進企業

制度概要

　 子育てにやさ し い活動を行っ てい

る 企業を認定し ます。

　 また、 認定企業のう ち、 優れた取

組をし ている企業を表彰し ます。

対象企業

名古屋市内に事業所がある企業等。

企業等には公益法人、 N PO 法人、

個人商店なども 含みます。

企業
部門

従業員
部門

名 古 屋 市

名古屋市

女性の活躍推進企業

認定マーク

名古屋市

女性の活躍推進企業

認定マーク

名古屋市

子育て支援企業

認定マーク

名古屋市

子育て支援企業

認定マーク
子育て支援企業

女性の活躍推進企業　  
を募集します！

令和７ 年７ 月１ 日火から９ 月12 日金

女性の活躍推進　 認証 検索

女性の活躍推進に取り 組む中小企業を

対象と し た認証制度も ございます。

詳し く は名古屋市公式ウェ ブサイ ト へ

令和６ 年度　 新規

子育て支援企業（ 10社）

令和６ 年度　 新規　

女性の活躍推進企業（ 17社）

【 募集期間】 9 月 1 2 日（ 金） 期限

　 認定申請書、 説明資料等を 提出し ていただきます。

【 一次審査（ 書類審査）】

【 二次審査（ ヒ アリ ン グ審査）】　 ※一次審査を通過し た企業のみ

【 認定・ 表彰】

●認定を受けた企業には、「 認定証」と「 認定プレート 」を交付し ます。

●認定マーク を名刺や発行する印刷物などに表示するこ と ができます。

●認定を受けた企業のう ち、 特に優れた活動を行っ ている企業を表彰し ます。

●名古屋市の入札・ 契約において、 優先指名などの優遇措置があり ます。

７  月

８  月

９  月

1 0 月

1 1 月

1 2 月

１  月

認定後

申請から 認定までの流れ

　 最優秀賞　 　 ●日本特殊陶業㈱（ ※）

　 優　 秀　 賞　 　 ●㈱アオキスーパー

 ●N D S イ ン フ ォ ス㈱

 ●㈱テク ノ アスカ

●㈱カ ケン 　 ●（ 医）宏潤会　 ●さ と う 建設㈱

●ゼネラ ルヒ ート ポン プ工業㈱

●日本ゼネラ ルフ ード ㈱　 ●㈱パロ マ

●古河産機システムズ㈱

認定期間は３ 年で、 ３ 年目に更新申請が必要です。
一度更新し た後は５ 年ごと に更新申請が必要です。

【 申し 込み・ お問い合わせ先】

■  女性の活躍推進企業
名古屋市スポーツ市民局男女平等参画推進課

電話： 05 2-97 2-22 34　 FAX： 0 52 -9 72 -4 206

E-m a il： a2 233 @ sp o rtsshim in .c ity .n agoya .lg . j p

■  子育て支援企業
名古屋市子ども 青少年局企画経理課

電話： 0 52-9 72-3 08 1　 FA X： 05 2-97 2-443 7

E-m a il： a 308 1@ ko d om oseisho nen.city.n agoya .lg . j p

※お問い合わせはメ ールにてお願いいたし ます

〒46 0-8 508　 名古屋市中区三の丸三丁目 1 -1

名古屋市　 女性の活躍推進企業 検索名古屋市　 子育て支援企業 検索

　 優　 秀　 賞　 　 ●㈱東産業　 ●N D S イ ンフ ォ ス㈱　

 ●㈱熊谷組　 ●Sky ㈱

 ● 大信設備㈱　 ●メ タ ウォ ータ ー㈱

●㈱ RKT　 ●足立建設㈱　 ●㈱荏原電産

●大矢建設㈱　 ●さ と う 建設㈱　 ●TSU CHIYA ㈱

●東急建設㈱　 ●東芝プラ ン ト システム㈱　

●日本ゼネラ ルフ ード ㈱　 ●㈲北斗土木

●㈱安井建築設計事務所

ナゴ女応援！サイ ト 公開中

ナゴ女応援！サイ ト では、

女性活躍推進企業の優れた

取り 組みやイ ベント 情報を

発信し ています。

ワーク・ ラ イフ・ バランス推進企業

電話： 0 52-97 2-31 45 　 FAX： 0 52 -9 72 -4 12 9

E-m a il： a 3 1 4 5 @ k eiza i.c ity.na go ya .lg . j p

名古屋市経済局労働企画課

その他にも！

名古屋市 ワーク・ ライフ・ バランス推進企業 検索

（ ※）更新申請の表彰企業

〈 留意事項〉

◆申請書一式は正本１ 部、 副本５

部をご提出く ださ い。

◆資料には番号を つけ、 該当箇所

をマーカー等で明示し てく ださ い。

右から あてはまる 事業内容を １ つ選択し 記入し てく ださ い。

（ 第 1 号様式）

（ あて先） 名古屋市長

1  事業所の概要

2　 子育て支援に関する 理念・ 方針、 取組内容等

3　 欠格事項に該当し ないこ と の確認

□　 名古屋市子育て支援企業認定・ 表彰制度実施要綱第３ 条第２ 項の規定に該当し ません。

申請者

令和７ 年　 　 月　 　 日

子育て 支援企業認定（  新規・ 更新 ） 申請書（ 記入例）

住 所 名古屋市中区三の丸三丁目

フ リ ガ ナ 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　    ○ ○ ○ ○ 　 ○ ○ ○ ○

氏 名 株式会社□□□□
　 　 代表取締役 ○○○　 ○○○　

生年月日 昭和△△年△△月△△日

（ 団体の場合は、所在地、名称、 代表者氏名及び生年月日）

　 名古屋市子育て支援企業認定・ 表彰制度実施要綱の規定によ り 、 子育て支援企業の

認定について、 次のと おり 申請し ます。

事業所の所在地
〒 4 60 -0 0 01

名古屋市中区三の丸三丁目

フ リ ガ ナ

事 業 所 の 名 称 株式会社□□□□

事 業 区 分（ 注 ） C 資 本金又 は出 資金 1 0 0 0 万円

従 業 員 数
市内の事業所 1 0 0 人 内女性　 　 　 　 　 　 　 3 0 人

企 業 全 体 1 5 0 人 内女性　 　 　 　 　 　 　 4 0 人

記 入 担 当 者 の

所 属 及 び 氏 名

電 　 　 　 話

電 子 メ ー ル

注　 太枠部分の内容は認定さ れた際には公表さ せていただく 場合があり ます。

申請書・ 別紙１ 、 ２ 、 3・ 評価項目及び配点は、 名古屋市公式ウェ ブサイ ト の子育て支援企業認定・ 表彰制

度のページから ダウンロード でき ます。

事業区分…事業所が該当する記号を 、 下から 選んで記入し てく ださ い。

Ａ . 農林水産業　 　 Ｂ . 建設業　 　 Ｃ . 製造業　 　 Ｄ . 電気・ ガス・ 熱供給・ 水道業　

Ｅ . 情報通信業　 　 Ｆ . 運輸業　 　 Ｇ . 卸売・ 小売業　 　 Ｈ . 金融・ 保険業　

Ｉ . 不動産業　 　 Ｊ . 宿泊・ 飲食業　 　 Ｋ . 教育、 学習支援業　 　 Ｌ . 医療、 福祉　

Ｍ . サービス業（ 他に分類さ れないも の） 　 　 Ｎ . その他

（ 別紙 1、 2、 3 のと おり ）

※該当し ないこ と を 確認し 、□にチェ ッ ク を入れてく ださ い。 該当する 場合、子育て支援企業と し て認定し ません。 また、

認定決定後にその旨が判明し たと き は、 認定を 取消し ます。

※上記要綱第３ 条第２ 項第３ 号の事由を 確認する 必要がある 場合には、 申請者の欄に記載さ れている情報を 関係機関に

照会するこ と があり ます。

名古屋市内の事業所について

記入し てく ださ い。

ど ち ら かに○を つけてく ださ い。

事業区分は、 下記注のＡ ～ N から

選んで記入し てく ださ い。

企業全体の従業員数を 下段に、 そのう ち 市内事業所の従業員数を 上段に

記入し 、 それぞれ女性従業員数の内訳を右欄に記入し てく ださ い。

（ 従業員数には、 1 年以上雇用し ている 又は 1 年以上雇用が見込まれる

パート ・ アルバイ ト 等を 含み、 役員等は含みません。）

別紙 1 は「 子育て支援に関する理念・ 独自の取組み」 を、 別紙 2、 3 は

「 評価項目及び配点の各項目に該当する取組み」 を記入し ていただく 様式です。

名古屋市　 子育て支援企業 検 索

http s://w w w .ci ty .n ag oy a .j p/k odom osei sh onen/pag e/0000010803.h tm l

〈 留意事項〉
◆申請書類は下記、 名古屋市公式ウェ

ブサイ ト 掲載のw eb フ ォ ームから 、
電子データ でご提出く ださ い。

◆ 資 料 に は 番 号 を つ け、 該 当 箇 所　
をマーカ ー等で明示し てく ださ い。

本社の住所、 代表者の氏名など

について記入し てく ださ い。

本社の住所、 代表者の氏名など について記入し てく ださ い。
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評価項目（ 二次審査）

1 0

5

1 01

2

3

2 5 点満点

職場での経歴・ 実績

周囲への影響・ 効果

ワーク・ ライフ・ バランス（ 家事・ 育児・ 介護など生活と 仕事の両立） に取り 組んでいる

○ 資格要件・ 推薦分野

　 市内在住または、 在勤の方で勤続年数（ 同一企業） 概ね 1 0 年以上の正規従業員の方で下記推薦分野 （ １ ）

も し く は（ ２ ） に該当し 、 今後の本市の男女平等参画施策にご協力いただける女性

（ １ ） 管理職（ ３ 年以上経験） と し て自社を代表する ロールモデルと なっ ている。

（ ２ ） 今まで女性が配属さ れてこ なかっ た分野で働き 、 職域拡大の先駆者と なっ ている。

一次審査では資格要件のみと し 、 二次審査（ ヒ アリ ン グ） を実施し ます。

一次審査（ 書類審査） 通過後、 二次審査（ ヒ アリ ング） を 実施し ます。

一次審査において１ ～ 3 4 項目の合計が 1 9 点以上あるこ と が通過の基準と なり ます。

2 9

女性（ 正規従業員） の職域拡大に目標数値を 設定し ている

安全や衛生面に配慮し た、 男女と も に使いやすい器具・ 設備等を導入し ている

( 例： ト イ レ ・ 更衣室・ 休養室の整備　 等 )

男女（ 正規従業員） と も にあら たな職域に配置する際に教育訓練を 行っ ている

非正規従業員（ パート ・ アルバイ ト ・ 登録スタ ッ フ 等） の能力を開発し 向上さ せる

取組がある

2 2

2 3

2 4

2 5

職
域
拡
大

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

3

3 8 点合計

1

（ ４ ） 女性の活躍推進のための積極的な取組み

3 3

3 4

4 点満点

過去５ 年間にあら たに女性（ 正規従業員） を 配置し た部署がある

（ または、 すべての部署に配置し たこ と がある）

女性の管理職（ 課長級以上） の登用に計画的に取り 組んでいる

女性の管理職（ 課長級以上） の割合に目標数値を 設定し ている

モデルと なる 女性を 社内報などで紹介し ている

人事考課、 昇進・ 昇格基準等が女性の管理職登用に直接的・ 間接的に不利になっ て

いない

2 6

2 7

2 8

3 0

男女と も に継続的な教育の機会が確保さ れている

国や都道府県の女性の活躍に関する認定または表彰等を 受けている

女性の活躍推進のための独自の取組を 行っ ている

3 1

過去５ 年間に女性の管理職（ 課長級以上） 比率が増えている

（ または、 女性の管理職比率が 1 0 ％以上ある）
3 2

管
理
職
登
用

女性（ 正規従業員） の職域拡大に計画的に取り 組んでいる2 1

1

1 1

1 2

女性の活躍促進に関する理念・ 方針などを定めている

会社の意思と し てのメ ッ セージが社内に向けてト ッ プから 発信さ れている

具体的なビ ジョ ン （ 目指す姿） が従業員に周知さ れている

（ 目標を達成する ための） 活動を推進する 体制が作ら れている

固定的性別役割分担意識を解消する ための取組を実施し ている

（ 例： お茶く みや雑用を 性別に関係なく 分担　 等）

セク シュ アル・ ハラ スメ ント 防止のための取組を実施し ている

女性従業員間のネッ ト ワーク づく り をし ている

従業員の満足度や就業意欲を 把握し ている

1

2

3

4

5

6

7

8

推
進
体
制

職
場
環
境
・
風
土
の
改
善

（ １ ） 意識改革 10 点満点

3

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

評価項目（ 一次審査） 配点

女性（ 総合職、 専門職的な領域） の採用拡大に計画的に取り 組んでいる

女性（ 総合職、 専門職的な領域） の採用割合に目標数値を 設定し ている

女性の応募を促すための取組をし ている

（ 例： 会社案内等で活躍女性を積極的に紹介、 求人先に女性の多い学校等を含める、

女性求職者を対象と し た職場見学会を実施　 等）

選考方法に配慮し ている

（ 例： 面接担当者への男女均等な採用に関する研修の実施、 性別にかかわら ない公正な選考

マニュアル等を作成、 採用権限のある者に女性を含め、 選考の中立性を確保　 等）

女性が事実上満たし にく い採用条件を見直し た（ または、 そのよう な条件がない）

（ 例： 身長、 体重、 体力や、 転居を 伴う 転勤を 要件と し ないこ と 　 等）

1 4

1 5

1 6

1 7
採
用
拡
大

（ ３ ） 女性の活躍促進 19点満点

1

1 8

柔軟な働き方や、 育児休業制度や介護休業制度を始めと し たワーク・ ラ イフ・ バラ ンス

（ 家事・ 育児・ 介護などの生活と 仕事の両立） に関連し た制度の利用・ 取得を 促進し ている

（ 例： 在宅勤務、 サテラ イト オフィ ス、 時差出勤、 フレッ ク スタ イム制、 短時間勤務　 等）

業務の効率化や長時間労働の是正を し ている

（ 例： 業務の見直し 、 業務分担の見直し 、 残業削減、 休暇取得の促進　 等）

過去５ 年間に育児休業・ 介護休業取得者がいる

男女間（ 正規従業員） の平均勤続年数の差が平均以下である

男女間の賃金差異を把握し 、 対応し ている ( 例 : 公表、 原因の分析　 等 )

９

1 0

1 3

勤
続
年
数
の
伸
張

（ ２ ） 仕事と 生活の調和（ ワーク ・ ラ イ フ ・ バラ ンス） 推進 ５点満点

過去５ 年間に女性（ 総合職、 専門職的な領域） の採用比率が増えている

（ または、 女性の採用比率が 3 0 ％以上ある）

個人の能力に応じ て非正規（ パート ・ アルバイ ト ・ 登録スタ ッ フ 等） から

正規雇用と なっ た従業員がいる

1 9

2 0

1

1

〈 評価項目及び配点〉

１ 企業部門

２ 従業員部門

評価項目（ 二次審査）

1 0

5

1 01

2

3

2 5点満点

職場での経歴・ 実績

周囲への影響・ 効果

ワーク・ ライフ・ バランス（ 家事・ 育児・ 介護など生活と 仕事の両立） に取り 組んでいる

○ 資格要件・ 推薦分野

　 市内在住または、 在勤の方で勤続年数（ 同一企業） 概ね 1 0 年以上の正規従業員の方で 下記推薦分野 （ １ ）

も し く は（ ２ ） に該当し 、 今後の本市の男女平等参画施策にご協力いただける 女性

（ １ ） 管理職（ ３ 年以上経験） と し て自社を代表するロ ールモデルと なっ ている。

（ ２ ） 今まで女性が配属さ れてこ なかっ た分野で働き 、 職域拡大の先駆者と なっ ている。

一次審査では資格要件のみと し 、 二次審査（ ヒ アリ ン グ） を 実施し ます。

一次審査（ 書類審査） 通過後、 二次審査（ ヒ アリ ン グ） を実施し ます。

一次審査において１ ～ 3 4 項目の合計が 1 9 点以上ある こ と が通過の基準と なり ます。

2 9

女性（ 正規従業員） の職域拡大に目標数値を設定し ている

安全や衛生面に配慮し た、 男女と も に使いやすい器具・ 設備等を 導入し ている

( 例： ト イ レ ・ 更衣室・ 休養室の整備　 等 )

男女（ 正規従業員） と も にあら たな職域に配置する際に教育訓練を行っ ている

非正規従業員（ パート ・ アルバイ ト ・ 登録スタ ッ フ 等） の能力を 開発し 向上さ せる

取組がある

2 2

2 3

2 4

2 5

職
域
拡
大

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

3

3 8 点合計

1

（ ４ ） 女性の活躍推進のための積極的な取組み

3 3

3 4

4 点満点

過去５ 年間にあら たに女性（ 正規従業員） を配置し た部署がある

（ または、 すべての部署に配置し たこ と がある）

女性の管理職（ 課長級以上） の登用に計画的に取り 組んでいる

女性の管理職（ 課長級以上） の割合に目標数値を設定し ている

モデルと なる女性を社内報などで紹介し ている

人事考課、 昇進・ 昇格基準等が女性の管理職登用に直接的・ 間接的に不利になっ て

いない

2 6

2 7

2 8

3 0

男女と も に継続的な教育の機会が確保さ れている

国や都道府県の女性の活躍に関する 認定または表彰等を受けている

女性の活躍推進のための独自の取組を行っ ている

3 1

過去５ 年間に女性の管理職（ 課長級以上） 比率が増えている

（ または、 女性の管理職比率が 1 0％以上ある）
3 2

管
理
職
登
用

女性（ 正規従業員） の職域拡大に計画的に取り 組んでいる2 1

1

1 1

1 2

女性の活躍促進に関する理念・ 方針などを定めている

会社の意思と し てのメ ッ セージが社内に向けてト ッ プから 発信さ れている

具体的なビジョ ン（ 目指す姿） が従業員に周知さ れている

（ 目標を 達成するための） 活動を 推進する体制が作ら れている

固定的性別役割分担意識を 解消するための取組を 実施し ている

（ 例： お茶く みや雑用を性別に関係なく 分担　 等）

セク シュ アル・ ハラ スメ ン ト 防止のための取組を 実施し ている

女性従業員間のネッ ト ワーク づく り を し ている

従業員の満足度や就業意欲を把握し ている

1

2

3

4

5

6

7

8

推
進
体
制

職
場
環
境
・
風
土
の
改
善

（ １ ） 意識改革 10 点満点

3

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

評価項目（ 一次審査） 配点

女性（ 総合職、 専門職的な領域） の採用拡大に計画的に取り 組んでいる

女性（ 総合職、 専門職的な領域） の採用割合に目標数値を設定し ている

女性の応募を 促すための取組を し ている

（ 例： 会社案内等で活躍女性を積極的に紹介、 求人先に女性の多い学校等を含める、

女性求職者を 対象と し た職場見学会を 実施　 等）

選考方法に配慮し ている

（ 例： 面接担当者への男女均等な採用に関する研修の実施、 性別にかかわら ない公正な選考

マニュ アル等を作成、 採用権限のある者に女性を含め、 選考の中立性を確保　 等）

女性が事実上満たし にく い採用条件を見直し た（ または、 そのよう な条件がない）

（ 例： 身長、 体重、 体力や、 転居を伴う 転勤を要件と し ないこ と 　 等）

1 4

1 5

1 6

1 7
採
用
拡
大

（ ３ ） 女性の活躍促進 19 点満点

1

1 8

柔軟な働き方や、 育児休業制度や介護休業制度を始めと し たワーク・ ラ イフ・ バラ ンス

（ 家事・ 育児・ 介護などの生活と 仕事の両立） に関連し た制度の利用・ 取得を促進し ている

（ 例： 在宅勤務、 サテラ イト オフ ィ ス、 時差出勤、 フ レッ ク スタ イム制、 短時間勤務　 等）

業務の効率化や長時間労働の是正をし ている

（ 例： 業務の見直し 、 業務分担の見直し 、 残業削減、 休暇取得の促進　 等）

過去５ 年間に育児休業・ 介護休業取得者がいる

男女間（ 正規従業員） の平均勤続年数の差が平均以下である

男女間の賃金差異を把握し 、 対応し ている ( 例 : 公表、 原因の分析　 等 )

９

1 0

1 3

勤
続
年
数
の
伸
張

（ ２ ） 仕事と 生活の調和（ ワーク ・ ラ イ フ ・ バラ ン ス） 推進 ５ 点満点

過去５ 年間に女性（ 総合職、 専門職的な領域） の採用比率が増えている

（ または、 女性の採用比率が 3 0 ％以上ある ）

個人の能力に応じ て非正規（ パート ・ アルバイ ト ・ 登録スタ ッ フ 等） から

正規雇用と なっ た従業員がいる

1 9

2 0

1

1

〈 評価項目及び配点〉

１ 企業部門

２ 従業員部門

取 組 分 野 取 組 項 目
配 点

中小企業
加算※１

子育て支援に関する

理念・ 方針
子育て支援に対する考え方や組織体制等についてヒ アリ ング審査を 行います － －

子育て支援に関する
独自の取り 組み等

当該取り 組みを 実施する に至っ た経緯や効果、 工夫し ている 点や配慮し てい
る点等についてヒ アリ ン グ審査を行います

－ －

1

従業員に対する

家庭と 仕事の

両立支援 

 
 

（ 配点 52 点）　

（ 1）
法定の個別意向聴取・ 配慮以外にも、 両立支援に関する取組方針や制度

を積極的に従業員に提供し ている
2 －

（ 2） 次のいずれか又は全てが法定を超えて利用できる（ 各 2 点）
（ 制度の利用実績がある 場合は、 必ず別紙（ ３ ） に記載する こ と ）

6

2

※左記の１

つ以上に

該当する

場合

 ・ 育児休業（ 休業後は原職又は原職相当職に復帰さ せる こ と が就業
規則等に明記さ れている 場合に限る）

 ・ 産前・ 産後休暇

 ・ 子の看護等休暇

（ 3） ３ 歳から 小学校就学期の子を 養育する 従業員が利用できる 制度と し て 、

次のう ち３ つ以上の制度がある
（ 制度が３ つある と ２ 点、 ４ つある と ３ 点、 ５ つあると ４ 点）

（ 制度の利用実績がある 場合は、 必ず別紙（ ３ ） に記載する こ と ）

2〜4

2

※左記のう ち

3 つ以上の

制度がある

場合

 ・ 始業時刻等変更（ フ レ ッ ク スタ イ ム制、 時差出勤）

 ・ テレ ワーク 等（ 月 10 日以上）

 ・  保育施設設置運営等（ 保育施設の運営その他こ れに準ずる 便宜の

供与（ ベビ ーシッ タ ーの手配および費用負担など））

 ・ 養育両立支援休暇（ 年 10 日以上）

 ・ 短時間勤務制度（ １ 日の所定労働時間を原則６ 時間と する措置を含む）

（ 4） （ ３ ） のう ち 、 同時に２ つ以上の制度を 利用できる 2 －

（ 5） 法定を超えて短時間勤務制度を利用できる 2 －

（ 6） 次のいずれか又は全てが法定を超えて利用できる（ 各２ 点）
（ 制度の利用実績がある 場合は、 必ず別紙（ ３ ） に記載する こ と ）

6

2

※左記の１

つ以上に

該当する

場合

 ・ 所定外労働の制限

 ・ 法定時間外労働の制限

 ・ 深夜業の制限

（ 7） ノ ー残業デー等、 所定外労働時間の削減を 図っ ている 2 －

（ 8）
時間単位での年次有給休暇等、 年次有給休暇の利用を 促進する 取り 組

みを 実施し ている
2 －

（ 9）
過去 3 年間に在職中に出産し た女性の 8 割以上が育児休業を 取得し て
いる

2 2

（ 10）
産休・ 育休中の従業員に対する 情報提供や能力開発の機会等、 スムー
ズな復帰に向けた支援を 実施し ている

2 －

（ 11）
男性の育児参画を 促進する 制度や取り 組みを 実施し ている（ 年次有給

休暇の利用促進の取り 組みを 除く ）
2 －

（ 12）
過去 3 年間のう ち に、 男性育児休業等の取得率 50% を 達成し ている

年がある
2 2

（ 13）
子育て支援出前講座〈 名古屋市子ども 青少年局〉 を 受講し ている 又は親

学推進協力企業〈 名古屋市教育委員会〉 に登録し ている
2 －

（ 14） 障害児や不登校児童生徒を養育する 従業員を 支援する 制度がある 2 －

取 組 分 野 取 組 項 目
配 点

中小企業
加算※１

1

従業員に対する
家庭と 仕事の

両立支援 
 
 

（ 配点 52 点）　

（ 15）
妊娠（ 不妊治療）・ 出産・ 育児に関する手当等の経済的支援制度がある（ 制

度の利用実績がある場合は、 必ず別紙（ ３ ） に記載する こ と ）
2 －

（ 16）
上記（ １ ）〜（ 15） 以外で、 不妊治療休暇など、 独自の妊娠前から 出産・
育児に関する制度がある ※２ 2 －

2

地域での

企業活動や

子育て活動との

協働による支援

 
 

（ 配点 39 点）

＊名古屋市内での
取り 組みや名古
屋市民を 対象に
し た 取り 組みに
限る

（ 1） 子ども や子育て家庭向け商品を販売又はサービスを提供し ている 3 －

（ 2） なごや未来っ 子応援制度（ ぴよか） に協賛店舗・ 施設と し て協力し ている 3 －

（ 3）
託児室、 授乳室、 乳幼児と 利用できるト イレ 等、 子どもに配慮し た施設・
店舗等がある

3 －

（ 4） 赤ちゃ んの駅と し て登録し ている ※ 3 ２ －

（ 5）
来客の目に留まり やすい場所にマタ ニティ マーク を表示するなど、 妊産
婦への配慮を呼びかける 取組を行っ ている

２ －

（ 6） 子ども 向けウェ ブサイ ト やパンフ レ ッ ト 等を 作成し ている ２ －

（ 7） こ ども 110 番の家に協力し ている ２ －

（ 8）
子ども が参加する地域、 Ｎ Ｐ Ｏ 法人、 児童福祉施設等の活動や行事に企

業スペース（ 部屋、 駐車場等） を提供し ている
3 －

（ 9）
子ども が参加する地域、 Ｎ Ｐ Ｏ 法人、 児童福祉施設等の活動や行事に物
的・ 金銭的支援を実施し ている

3 －

（ 10）
地域の保育所や学校等の子ども を対象と し た職場見学、 職業体験等を 実

施し ている
3 －

（ 11） イ ンタ ーン シッ プの受入れを通し て地域の人材育成を 図っ ている ２ －

（ 12）
子ども や子育て世代の親を 対象と し たイ ベント 、 ワーク ショ ッ プ、 講座

等を開催し ている
3 －

（ 13）
行政と の協働による 子育て支援事業（ 子育て支援に関する講演会、 シン
ポジウム等） を実施（ 協力） し ている

２ －

（ 14） 企業活動と し て通学路や公園等の清掃活動を 定期的に実施し ている 2 －

（ 15）
企業活動と し て地域での交通安全活動や防犯・ 防災活動を定期的に実施
し ている

2 －

（ 16）
企業活動と し て地域に密着し た包括的な活動（ イ ン ク ルーシブ活動） を

実施し ている
2 －

3

その他

（ 他制度における）取り 組み等 

（ 配点 12 点）

（ 1）
子育てサポート 企業と し て厚生労働大臣の認定（ ト ラ イ く る みん認定）

を 受けている
１ －

（ 2）
子育てサポート 企業と し て厚生労働大臣の認定（ く るみん認定） を受け
ている

２ －

（ 3）
子育てサポート 企業と し て厚生労働大臣の特例認定（ プラ チナく るみん

認定） を受けている
３ －

（ 4） （ １ ）〜（ ３ ） いずれかの「 プラ ス」 認定を 受けている １ －

（ 5）
【 従業員 100 人以下の企業のみ対象】 次世代育成支援対策推進法に基づ
く 一般事業主行動計画を策定し ている

５ －

従業員支援

地域貢献

〈 評価項目及び配点〉

一次審査（ 書類審査） 通過後、 二次審査（ ヒ アリ ング） を 実施し ます。

一次審査において取組分野１ 〜３ の合計が 35 点以上ある こ と が通過の基準と なり ます。

【 1 従業員支援】・【 2 地域貢献】 の各項目で、 それぞれ 1 つ以上の取り 組みが必要です。

※１  中小企業加算は、 従業員 300 人以下の企業が対象です。

※２  不妊治療と 仕事の両立支援については厚生労働省のホームページ【 h ttps://w w w .m h lw .go .jp/stf/new pa ge_ 14408 .h tm l】 を ご覧く ださ い。

※３  赤ち ゃんの駅についての詳細は【 https://w w w .kosod ate .ci ty .na goya .jp /p lay/bab y.h tm l】 を ご覧く ださ い。

子育て支援企業 女性の活躍推進企業女性の活躍推進企業子育て支援企業

従業員支援
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書類の提出方法 

・ウェブサイトから様式をダウンロードし、申請フォームにデータを添付することによ

りご提出ください。 

・添付できるファイルの容量は、最大 10MB までです。 

添付したいファイルの容量が 10MB より多い場合は、資料のうち該当する取組内容が

確認できる部分のみ抜粋して添付する、写真データを圧縮する等により、10MB 以内

に収まるようにしてください。 

 

申請の単位 

Q１ 本社は東京なのですが、名古屋の支社長名で申請できますか。 

A１ 

・申請は企業単位のため、支社長名で行っていただくことはできません。 

・「申請者」欄には、本社の所在地、企業の名称、企業の代表者（代表取締役な

ど）の役職名、氏名、生年月日を記載してください。 

 

Q２ 
申請が企業単位ということは理解しました。実際の申請事務は、名古屋支店の社

員が窓口になって行うことはできますか。 

A２ 

・実際の申請事務を、支店の社員の方が担うことは差し支えありません。 

・「記入担当者の所属及び氏名」欄に、支店の社員の方の部署名、氏名、電話番

号、メールアドレスを記載してください。なお、申請書類に関する確認や、認

定後、更新の手続きのご案内などは、当該欄に記載の担当者様あてご連絡させ

ていただくことになります。更新申請時に、担当者様の異動等によりメールが

届かなくなる事例があったため、代表アドレスなど、担当者様以外の方が確認

できるメールアドレスも記載していただくよう、ご協力をよろしくお願いいた

します（代表アドレスと担当者様のアドレスの両方を記載いただいてもかまい

ません）。 
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（第 1 号様式）子育て支援企業認定（新規・更新）申請書 

□ タイトル中、「新規」「更新」のいずれかに○を付けている 

□ 申請者欄は、本社の住所、代表者の氏名を記載している 

□ 代表者氏名の前に肩書（代表取締役など）を記載している 

□ 代表者氏名の上に、ふりがなを記載している 

□ 事業所の概要欄は、名古屋市内の事業所について記載している 

□ 欠格事項に該当しないことの確認欄にチェック☑をしている 

 

 

（別紙 1-1、1-2）子育てに関する理念・方針等 

□ 新規申請の場合は 1-1、更新申請の場合は 1-2 に記載している 

□ 
一般事業主行動計画を添付している（従業員 101 人以上企業は配点に関わらず

必須） 

□ 表彰審査の希望の有無について、いずれかにチェック☑をしている 

（1）従業員情報  

□ 

直近の把握可能な従業員数を記載している（※役員は含めません） 

※従業員がいない企業は、ヒアリング審査にて取組状況等をお伺いし、他の項目

等から総合的に評価することになります。 

□ 人数の合計は第１号様式の従業員数と一致している 

（2）勤務形態情報 

□ 制度がない場合は斜線を、制度がある場合は取得率を記載している 

□ 
制度があり対象となる従業員はいるが、取得実績がない場合は「0％」と記載し

ている 

□ 制度はあるが対象となる従業員がいない場合は、「対象者なし」と記載している 

（3）休暇等制度情報 

□ 

過去３年間の実績を記載している 

※創業間もない場合や合併等により直近の実績の記載がない場合は、他の項目等

から総合的に評価することになります。 

□ 
制度がない場合は斜線を、制度がある場合は取得率を記載している※「男性の配

偶者出産休暇取得率」は、年次有給休暇等で対応している場合は含めません。 

□ 
制度があり対象となる従業員はいるが、取得実績がない場合は「0％」と記載し

ている 

□ 制度はあるが対象となる従業員がいない場合は、「対象者なし」と記載している 
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（別紙 2、別紙３）子育てに関する取組項目及び配点＜新規・更新＞ 

□ 

最新の様式を使用している 

※古い様式の場合、認定基準（取組項目や配点）が異なることがありますので、 

必ず申請年度の様式を使用してください。 

□ タイトル中、「新規」「更新」のいずれかに○を付けている 

□ 
おおむね過去３年間の取り組みを記入している 

※過去３年間の取り組みで、今後も継続する予定の取り組みを記入してください。 

□ 

【1 従業員支援】・【2 地域貢献】の各項目で、それぞれ 1 つ以上の取り組みがある 

※いずれかの取り組みがない場合（例：従業員支援は取り組みがあるが地域貢献は

ひとつも取り組みがない）は申請できません。 

□ 
（本社が県外で名古屋市に支店がある企業の場合） 

企業単位の取り組みを記載している 

□ 【1 従業員支援】→企業単位での制度の有無、取得実績を記載している 

□ 
【2 地域貢献】 

→名古屋市内での取り組みや名古屋市民を対象とした取り組みを記載している 

□ 

別紙２で〇をつけた取組項目について、すべて別紙３に具体的な取組内容、制度を

記載している 

※制度については、該当制度を定めている規定等の名称と該当条項を記載してくだ

さい。また、法定を超えて利用できる制度に該当する場合は、あわせて、法定を超

えている内容、制度の利用実績も記載してください。 

□ 
別紙２で〇をつけ、別紙３に具体的な取組内容、制度を記載した項目については、

すべてその取組内容が確認できる資料を添付している 

□ 
添付資料は、過去３年間の取り組みであることが確認できるものである 

※いつの取り組みかが分からない写真などは不可 

□ 添付資料の端に、別紙 2 の該当項目番号を記載している 

(例) 

【1 従業員支援】項目(2)法定を超えて子の看護等休暇を利用できる場合 

→添付資料の「（例）就業規則」の該当ページを抜粋、右上に「1(2)子の看護等休

暇」と記載する。 

□ 
添付資料中、取組内容の書いてある場所をマーカーなどで囲って、分かるようにし

ている 

(例) 

【1 従業員支援】項目(2)法定を超えて子の看護等休暇を利用できる場合 

→添付資料の（例）就業規則中、法定を超えている内容が確認できる条項の部分を

マーカーで囲む。 

□ 

複数項目で、添付資料が重複する場合、該当するすべての項目番号を添付資料に記

載している 

※重複する場合、添付資料は兼用していただいて構いませんが、該当項目番号すべ

てを記載してください。 

□ 
合計が 35 点以上ある 

※1 次審査（書類審査）を通過するための基準です。 

37



 

- 4- 

 

 

38



 

名古屋市子育て支援企業認定審査会条例 

 

（ 設置）  

第 1 条 本市に市長の附属機関として、名古屋市子育て支援企業認定審査会 

（以下「 審査会」 という。 ） を置く。  

（ 所掌事務）  

第 2 条 審査会は、 市長の諮問に応じ、 子育て支援を行う企業の認定に関する 

事項について調査審議し、 その結果を市長に答申する。  

（ 組織）  

第 3 条 審査会は、 委員 8 人以内をもって組織する。  

（ 委員）  

第 4 条 委員は、 子育て支援に関し学識経験のある者その他市長が必要と認め 

る者のうちから、市長が委嘱する。  

2  委員の任期は 2 年とし、 補欠委員の任期は前任者の残任期間とする。  

3  委員は、 再任されることができる。  

（ 会長）  

第 5 条 審査会に会長を置き、 委員の互選により定める。  

2  会長は、 会務を総理し、 会議の議長となる。  

3  会長に事故があるとき又は会長が欠けたときは、 委員のうちから会長があ

らかじめ指名する者がその職務を代理する。  

（ 会議）  

第 6 条 審査会の会議は、 会長がこれを招集する。  

2  審査会は、 委員の半数以上の者の出席がなければ会議を開くことができな

い。  

3  審査会の議事は、 出席委員の過半数で決し、 可否同数のときは、議長の決

するところによる。  

（ 庶務）  

第 7 条 審査会の庶務は、 子ども青少年局において行う。  

 

参考 
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（ 委任）  

第 8 条 この条例に定めるもののほか、 審査会の運営に関し必要な事項は、 会

長が審査会に諮って定める。  

 

   附 則 

この条例は、 平成27年 4 月 1 日から施行する。  
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名古屋市子育て支援企業認定・表彰制度実施要綱 

 

（ 目的）  

第 1 条 この要綱は、 子育てにやさしい活動を行っている企業を「 子育て支援企業」

として認定するために必要な事項を定めることにより、 企業の子育て支援への取組

意欲を高めるとともに、 その取組事例を広く紹介することにより、 社会全体で子育

てしやすいまちづくりを進めることを目的とする。  

 

（ 定義）  

第 2 条 この要綱において「 企業」 とは、 営利企業、 公益法人、 特定非営利活動法人

、 個人商店等をいう。  

2  この要綱において「 事業所」 とは、 本店、 支店、 営業所等、 対外的に独立して事

業活動を営んでいると認められるものをいう。  

 

（ 対象企業）  

第 3 条 子育て支援企業の認定の対象となる企業は、 次の各号の要件に該当するもの

とする。  

(1)  事業所の所在地が名古屋市内にあること。  

(2)  次に掲げる項目で、 子育てにやさしい活動を行っていること。  

    ア 従業員に対する家庭と仕事の両立支援 

    イ 地域での企業活動や子育て活動との協働による支援 

   

2  前項の規定に関わらず、 市長は、 次の各号のいずれかに該当すると認める企業を

対象としないことができる。 その際、 必要に応じて名古屋市子育て支援企業認定審

査会条例（ 以下「 条例」 という。 ） 第 1 条の規定により設置する名古屋市子育て支

援企業認定審査会（ 以下「 認定審査会」 という。 ） の意見を聞くことができる。  

(1)  過去 3 年間に、 この制度の趣旨を著しく逸脱するような社会的不正行為を行っ

た企業 

(2)  過去 3 年間に、 虚偽の申告その他不正な手段により第 7 条第 1 項の認定を受け

ようとした企業 

(3) 過去 3 年間に、 労働関係法令に違反する重大な事実がある企業 

(4) 名古屋市暴力団排除条例（ 平成24年名古屋市条例第19号） 第 2 条第 2 号に規定

する暴力団員（ 以下「 暴力団員」 という。 ） が役員となっている企業又は同第

1 号に規定する暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する企業 

 

（ 認定範囲）  

第 4 条 前条に規定する子育て支援企業として認定する企業の認定範囲は、 企業単位

とする。  

 

（ 募集及び申請）  

第 5 条 子育て支援企業の認定を受けようとする企業の代表者は、 子育て支援企業認

定（ 新規・更新） 申請書（ 第 1 号様式） （ 以下「 認定申請書」 という。 ） を市長に

提出するものとする。  
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2  前項の認定申請書には、 記載内容に関する説明資料、 写真、 図面等（ 以下「説明

資料等」という。 ） を書面又は電磁的記録によって添付することができる。  

 

（ 認定審査会の所掌事務等）  
第 6 条 条例第 2 条に規定する子育て支援を行う企業の認定に関する事項は次に掲げ

るとおりとする。  

(1)  第 3 条第 2 項に関すること。  

(2)  第 7 条に関すること。  

(3)  第10条第 2 項に関すること。  

(4)  第12条第 1 項に関すること。  

(5)  第13条第 2 項に関すること。  

(6)  その他子育て支援企業認定・表彰制度に関すること。  

2  条例第 4 条に定める委員のうち、 一部は公募するものとする。  

3  委員は、 職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。 その職を退いた後も、 同様

とする。  

4  会長は、 必要があると認めるときは、 関係者を会議に参加させることができる。 

 

（ 認定審査等）  

第 7 条  子育て支援企業の認定は、 認定審査会の意見を受けて、 市長が行う。  

2  認定審査会は、 別表（ 認定基準） に基づき認定申請書及び説明資料等を審査し、

その審査結果について市長に意見を述べるものとする。  

 

（ 認定証の交付等）  

第 8 条  市長は、 子育て支援企業として認定した企業に、 子育て支援企業認定証及び

認定プレートを交付する。  

2  子育て支援企業は、 認定マーク（ 第 2 号様式） をその企業が発行する印刷物等に

表示することができる。  

3  前項に規定する認定マークの使用を希望する子育て支援企業は、 認定マーク使用

届出書（ 第 3 号様式） により市長に届け出なければならない。  

 

（ 変更・廃止の届出）  

第 9 条 子育て支援企業は、 次の各号に掲げる場合には、 子育て支援企業申請事項（ 

変更・廃止） 届出書（ 第 4 号様式） を市長に提出しなければならない。  

(1)  企業及び事業所の名称を変更したとき。  

(2)  企業及び事業所の住所を変更したとき。  

(3)  認定申請書に記載した子育て支援に関する取組内容、実施状況に変更があった

とき。 

(4)  合併又は解散、 事業の休止又は廃止等事業活動の存続に関する事項があったと

き。  

 

（ 確認調査）  

第10条 市長は、 企業に対して聞き取り調査又は現地調査を実施し、 申請内容の確認

を行うことができる。  
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2  市長は、 前項の聞き取り調査又は現地調査の結果、 取組内容又はその実施状況に

大きな変更があったとき等には、 認定審査会の審査に付すことができる。  

 

（ 認定の更新）  

第11条 子育て支援企業は、 新規認定後 3 年目に第 5 条の規定を準用した更新手続き

を行うことができる。  

2  前項により認定を更新した子育て支援企業は、 以後、 5 年ごとに第 5 条の規定を

準用した更新手続きを行うことができる。  

 

（ 認定の取消し）  

第12条 市長は、 次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、 認定の取消を行う

ことができる。 その際、 必要に応じて認定審査会の意見を聞くことができる。  

(1)  この制度の趣旨を著しく逸脱するような社会的不正行為を行ったと認められる

とき又は第 5 条第 1 項の申請をした当時に第 3 条第 2 項第 1 号に該当していた

ことが判明したとき。  

(2)  虚偽の申告その他不正な手段により第 7 条第 1 項の認定を受けたとき。  

(3)  第 3 条第 1 項の要件を満たさなくなったとき。  

(4)  第 3 条第 2 項第 3 号及び第4号に該当することとなったとき又は第 5 条第 1 項

の申請をした当時に第 3 条第 2 項第 3 号及び第4号に該当していたことが判明し

たとき。  

2  第 1 項第 1 号及び第 2 号の規定により認定の取消しを受けた企業は、 認定の取消

しの通知を受けた日の翌日から起算して 3 年間、 認定を申請することができない。  

 

（ 表彰）  

第13条 市長は、 子育て支援企業として認定を受けた企業のうち、 特に優れた取組を

実施している企業を表彰することができる。  

2   表彰を受ける企業の選考は、 認定審査会の意見を受けて、市長が行うものとする

。  

3   市長表彰状の贈呈の期日、 場所、員数等は別に定める。  

4   贈呈は表彰状及び記念品を授与する。 この場合において、 表彰状の文面は別に定

める。 

 

（ 広報）  

第14条 市は、 子育て支援企業として認定を受けた企業の子育てにやさしい取組事例

について、 市公式ウェブサイト等により普及啓発に努めるものとする。  

 

（ 補則）  

第15条 この要綱に関する事務は、 子ども青少年局企画経理課が行う。  

2  この要綱に定めるもののほか、子育て支援企業認定・表彰制度に関して必要な事

項は、市長が定める。  

 

附 則  

1   この要綱は、 平成19年11月 7 日から施行する。  
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2   最初に依頼される認定審査会の委員の任期は、 第 6 条第 4 項本文の規定にかかわ

らず、平21年 3 月31 日までとする。  

附 則 

  この要綱は、 平成20年 7 月 7 日から施行する。  

附 則 

  この要綱は、 平成21年 7 月13日から施行する。  

附 則 

  この要綱は、 平成21年10月 1 日から施行する。  

附 則 

  この要綱は、 平成22年 3 月25日から施行する。  

附 則 

  この要綱は、 平成23年 3 月25日から施行する。  

附 則 

1   この要綱は、 平成 24年 4 月 1 日（ 以下「 施行日」 という。 ） から施行する。  

2   この要綱に基づく名古屋市子育て支援企業認定・表彰制度の手続その他の行為は

、 この要綱の施行日前においても行うことができる。  

附 則 

この要綱は、 平成25年 3 月26日から施行する。  

附 則 

この要綱は、 平成27年 4 月 1 日から施行する。  

  附 則 

この要綱は、 平成28年 4 月28日から施行する。  

  附 則 

この要綱は、 平成29年 4 月27日から施行する。 

附 則 

この要綱は、 平成30年 4 月 1 日から施行する。 

附 則 

この要綱は、 平成30年 6 月25日から施行する。 

附 則 

この要綱は、 平成31年 4 月 1 日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、 令和元年 6 月18日から施行する。 

  附 則 

1   この要綱は、 令和 2 年 6 月29日（ 以下「 施行日」 という。 ） から施行する。  

2  施行日前にこの要綱による改正前の名古屋市子育て支援企業認定・表彰制度実施

要綱第11条の規定に基づき認定の更新の手続を行った企業の認定の更新の取扱いに

ついては、なお従前の例による。 

  附 則 

この要綱は、 令和 2 年12月 1 日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、 令和 4 年 4 月 1 日から施行する。 

  附 則 

この要綱は、 令和 5 年 4 月 1 日から施行する。 
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附 則 

この要綱は、 令和 6 年 4 月 1 日から施行する。 
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